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624
「人身取引」問題の学際的研究 人身取引問題は開発問題の底辺にある問題である。

国際的アジェンダとなった人身取引問題という事
象を，法学，経済学，国際関係論という複数のア
プローチから包括的かつ多角的に分析する。

法学・経済学・国際関係の観点から
山田美和編 近刊

623
経済地理シミュレーションモデル 空間経済学に基づくアジア経済研究所経済地

理シミュレーションモデル（IDE-GSM）に
ついての解説書。モデルの構造，データの作
成，パラメータの推定，分析例などを詳説。

理論と応用
熊谷聡・磯野生茂編 2015年　182p.　2,300円

622
アフリカの「障害と開発」 「障害と開発」という開発の新しいイシューを，アフ

リカ大陸の5つの地域・国と域内協力について論じた。
SDGsでアフリカの開発を念頭に置く際に，障害者たち
の問題を取り残さないために必要な課題を整理。

SDGsに向けて
森　壮也　編 2016年　295p.　3,700円

621
独裁体制における議会と正当性 独裁者（独裁政党 )が議会を通じていかに正当性を

獲得し，体制維持を図っているのか。中国，ラオス，
ベトナム，カンボジアの4カ国を事例に，独裁体制
が持続するメカニズムの一端を明らかにする。

中国，ラオス，ベトナム，カンボジア
山田紀彦編 2015年　196p.　2,400円

620
アフリカ土地政策史 植民地化以降，アフリカの諸国家はいかに土

地と人々を支配しようとしたのか。独立や冷
戦終結は，その試みをどう変えたのか。アフ
リカの国家社会関係を考えるための必読書。武内進一編 2015年　275p.　3,500円

619
中国の都市化 都市化に伴う利害の衝突がいかに解決されるかは，その都市また

は国の政治のあり方に大きく影響する。本書は，中国の都市化過
程で，異なる利害がどのように衝突し，問題がいかに解決される
のかを政治学と社会学のアプローチで考察したものである。

拡張 ,不安定と管理メカニズム
天児慧・任哲編 2015年　173p.　2,200円

618
新興諸国の現金給付政策 新興諸国等において貧困緩和政策として新た

な現金給付政策が重要性を増している。本書
では，アイディアや言説的要因に注目して新
たな政策の形成過程を分析している。

アイディア・言説の視点から
宇佐見耕一・牧野久美子編 2015年　239p.　2,900円

617
変容する中国 ･ 国家発展改革委員会 中国で強大な権限を有する国家発展改革委員

会。市場経済化とともに変容する機能や影響
を制度の分析とケーススタディーを通じて明
らかにする。

機能と影響に関する実証分析
佐々木智弘編 2015年　150p.　1,900円

616
アジアの生態危機と持続可能性 アジアの経済成長の周辺に置かれているフィールド

の基層から ,長期化する生態危機への政策対応と社
会対応に関する経験知を束ねていくことにより ,「サ
ステイナビリティ論」の新たな地平を切り拓く。

フィールドからのサステイナビリティ論
大塚健司編 2015年　294p.　3,700円

615
ココア共和国の近代 アフリカにはまれな「安定と発展の代名詞」と謳われたこの

国が突如として不安定化の道をたどり，内戦にまで至ったの
はなぜか。世界最大のココア生産国の1世紀にわたる政治史か
らこの問いに迫る，本邦初のコートジボワール通史の試み。

コートジボワールの結社史と統合的革命
佐藤　章著 2015年　356p.　4,400円

614
「後発性」のポリティクス 後発の公共政策である資源・環境政策の後発

国での形成を「二つの後発性」と捉え，東・
東南アジア諸国と先進国を事例に「後発性」
が政策形成過程に与える影響を考察する。

資源・環境政策の形成過程
寺尾忠能編 2015年　223p.　2,700円 

613
国際リユースと発展途上国 中古家電・中古自動車・中古農機・古着など

さまざまな中古品が先進国から途上国に輸入
され再使用されている。そのフローや担い手，
規制のあり方などを検討する。

越境する中古品取引
小島道一編 2014年　286p.　3,600円

612
「ポスト新自由主義期」ラテンアメリカにおける政治参加 本書は，「ポスト新自由主義期」と呼ばれる

現在のラテンアメリカ諸国に焦点を合わせ，
そこでの「政治参加」の意義，役割，実態や
理由を経験的 ･実証的に論究する試みである。上谷直克編 2014年　258p.　3,200円

611
東アジアにおける移民労働者の法制度 東アジアが ASEANを中心に自由貿易協定で繋がる現在，

労働力の需要と供給における相互依存が高まっている。
東アジア各国の移民労働者に関する法制度・政策を分析
し，経済統合における労働市場のあり方を問う。

送出国と受入国の共通基盤の構築に向けて
山田美和編 2014年　288p.　3,600円
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